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【研究要旨】 

【背景と目的】群馬県では、2024 年から全市町村で帯状疱疹ワクチンの接種費用が助成されていた。また、

2025 年４月から帯状疱疹ワクチンが定期接種化された。このことにより帯状疱疹ワクチンの接種率は増加して

いると考えられるが、帯状疱疹の発生状況が不明であり、ワクチンの有効性を十分に評価できていない状況

である。そこで、群馬県A 地区において、帯状疱疹ワクチンの有効性の評価を行うこととした。【対象及び方

法】群馬県A地区医師会に所属する皮膚科、内科、眼科を含む 12医療機関の協力のもと、50歳以上の帯状

疱疹患者について情報を収集した。【結果】2024 年 10 月 1 日から 2026 年 1 月 26 日までに、帯状疱疹患者

277 人の情報が得られた。ワクチン接種歴の有無が判明した患者のうち 96%はワクチン未接種であった。年齢

の中央値は 74 歳で、情報が得られた患者のうち 30％に何らかの基礎疾患があった。【考察】ワクチン接種率

の上昇により患者数が減少することが予測されるが、同地区で今後も引き続きデータ収集を行い、発生動向

に基づいてワクチン有効性の評価を検討していく。 

 

A. 研究目的  

帯状疱疹は、水痘ウイルスが神経節に潜伏感染し、

加齢などによる免疫機能の低下を契機として発症す

る疾患である。発症後は、痛みを伴う発疹が現れ、患

者のうち２割程度で帯状疱疹後神経痛が発生すると

報告されている 1)。現在、日本では生ワクチンと組換

えワクチンの 2 種類が認可されている。 

2024 年 4 月 1 日時点で、群馬県内の全市町村に

おいて、帯状疱疹ワクチンの接種費用助成が実施さ

れていた。また、2025年 4月 1日からは、全自治体で

帯状疱疹ワクチンの定期接種が開始された。しかし、

宮崎県、香川県など一部地域を除き、帯状疱疹に関

するワクチン導入前からのサーベイランスは行われて

おらず、1) 2) 群馬県における帯状疱疹ワクチンの累積

接種率は定期接種化に伴い今後増加すると予想さ

れるが、現状では評価は難しい状況にある。そこで、

本研究では、ワクチン接種率上昇による帯状疱疹発

生への影響を評価し、ワクチン有効性を検討する際

の基礎資料とすることを目的として、調査を行った。 

B. 研究方法  

A 医師会員のうち、過去１年以内に帯状疱疹の患

者を診断した経験があり、本研究への協力が可能な

12 医療機関（11 診療所及び１病院）を協力医療機関

として選定した。11 診療所の主たる診療科は、皮膚

科 1 か所、内科 9 か所、眼科 1 か所となっている。

2024 年 10 月 1 日以降に協力医療機関を受診し、帯

状疱疹と臨床診断された50歳以上の患者について、

年齢、性別、居住市町村、発症日、帯状疱疹ワクチン

接種歴の有無（接種歴有の場合は接種日）、基礎疾

患（チャールソン併存疾患指数の項目に準拠 3））につ

いて情報を収集した。 

 

（倫理面への配慮） 

群馬県衛生環境研究所医学研究等に係る倫理委

員会において審議され、許可された。 
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C. 研究結果 

2024 年 10 月 1 日から 2026 年 1 月 26 日までに、

10 医療機関（皮膚科 1 か所、内科 8 か所、眼科 1 か

所）から 277 人の帯状疱疹患者の報告があった(図)。

発症月別では 2025 年 3 月及び 7 月に最も多く報告

があった。 

ワクチン接種歴の情報が得られた患者のうち、接

種歴無しが 96％（234/245）を占めた。患者年齢の中

央値は 74 歳（範囲 50-98 歳）で、70 歳以上が 63％

（174/277）であった。基礎疾患に関する情報が得ら

れた患者のうち、30％(74/245)は 1 つ以上の疾患を

有していた。基礎疾患を有する者では、合併症の無

い糖尿病が 26％（19/74）と最も多く、次いで限局性

固形がんが 20％（15/74）であった。 

 

D. 考察 

本研究において、277 名の帯状疱疹患者の報告が

あり、患者の約６割が 70 代以上で、発症リスクが特に

高い世代であると推測されるが、調査期間中に診断

された患者のほとんどがワクチン未接種であった。 

今データ収集を進めることで、今後、累積接種率

の上昇に伴い、患者数が減少し、疫学的な傾向が変

化することが予測される。引き続きデータ収集を進め

ることによって、帯状疱疹ワクチンの患者発生に及ぼ

す影響について、より明確な知見が得られると期待さ

れる。 

帯状疱疹は、発症時は主として皮膚科を受診する

者が多い一方で、ワクチン接種は主にかかりつけの

内科で行われている。A 地区で症例対照研究を行う

場合、各医療機関における情報のみでは、適切な対

照群の設定や接種歴の把握に制約が生じると考えら

れた。このため、今後、Ａ地区内のワクチン接種率と、

本研究の結果を組み合わせて解析することにより、

Screening method 4)を用いてワクチン有効性を定量的

に評価する予定である。 

 本研究では２点の制限がある。１点目は、協力医療

機関が限定されたため、A 地区全体の発生動向を反

映できていない。２点目は、軽症例については受診

に至らず、探知できていない可能性がある。 

 

E. 結論 

今後も継続して帯状疱疹患者数を調査するととも

に、帯状疱疹ワクチンの接種率上昇に伴う発生動向

の変化と、ワクチンの有効性について検討していく。 
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図 A 地区における帯状疱疹患者報告数の推移 （2024 年 10 月 1 日-2026 年 1 月 26 日報告分 n=277） 

 

 


